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1. はじめに
　自動車事故の被害者は通常、加害者に対し損害賠償請求権を取得するほ













る社会保険からの給付との調整をその既払い分（最判昭和 52 年 5 月 27 日民



















額の現在価額を控除して給付を行っている。最判平成 21 年 12 月 17 日民
集 63 巻 10 号 2566 頁（以下では「本判決」という）は下記のように述べて保
障実務を追認している。
　この問題に関して本判決以前には三件の下級審判決が存在していた。東
京地判昭和 50 年 3 月 25 日判時 801 号 61 頁は、労災保険から遺族年金が
支給された事案において、将来分につき、損害賠償との間では控除しえな
いとしながら、政府の保障事業との間では調整を肯定している。これに
対し、本判決の第一審（東京地判平成 19 年 7 月 26 日民集 63 巻 10 号 2598 頁）・



















性くも膜下出血等の傷害を負い、平成 16 年 12 月 1 日、第 7 頸髄節残存・
以下完全四肢麻痺、膀胱直腸障害、脊柱変形障害等の後遺障害（以下「本件
後遺障害」という。）を残して症状が固定した（当時 66 歳）。本件後遺障害は、
自動車損害賠償保障法施行令別表第 1 第 1 級 1 号に該当する。Ｘの本件
後遺障害による損害額は、法定限度額である 4000 万円を超える。　また、
Ｘは、上記のとおり症状が固定したことにより、労災保険法に基づく障害
年金の受給権を取得し、平成 17 年 1 月 17 日、その支給決定（年額 130 万
2080 円）を受けた。Ｘが平均余命期間上記支給決定に係る年金額の支給を
受けると仮定した場合における支給総額の現在額は、1622 万 6520 円であ
る。
　Ｘは、平成 17 年 2 月 25 日、Ｙに対し、自賠法 72 条 1 項前段に基づく
損害のてん補を請求した。Ｙは、本件後遺障害による損害のてん補とし
て、Ｘの本件後遺障害による損害額を 3935 万円と算定し、同金額から上
記 1622 万 6520 円を控除した残額 2312 万 3480 円を支払うこととし、同
年 7 月 19 日、Ｘに対し、これを支払った。
　Ｘは、原審の口頭弁論終結時までに 2 度、傷病の再発により障害年金の
受給権が一時的に消滅し、傷病年金の支給決定（その年額は当時の障害年金と





　Ｘは、自賠法 72 条 1 項、同法施行令 20 条、2 条 1 項 2 号イの定める限
度額（以下「法定限度額」という。）である 4000 万円から、Ｙにより既にてん
補された 2312 万 3480 円を控除し、更にＸが原審の口頭弁論終結時まで
に支給を受けた労働者災害補償保険法（以下「労災保険法」という。）に基づく
障害年金の額である 342 万 5260 円を自賠法 73 条 1 項に基づき控除して、
残額 1345 万 1260 円及びこれに対するてん補請求の日の翌日である平成
17 年 2 月 26 日から支払済みまで民法所定の年 5 分の割合による遅延損害
金と、上記のＹによる既てん補額に対する確定遅延損害金 45 万 6134 円
の支払を求めている。これに対し、Ｙは、自賠法 73 条 1 項に基づき控除
すべき障害年金には将来の給付分も含まれるから、Ｘが障害年金の受給権
を取得した当時の年金額が平均余命期間支給されると仮定した場合におけ












　最高裁は既に異質説に立つことを明らかにしていた（最判昭和 54 年 12 月





















金、廃疾年金、遺族年金があげられている（上告受理申立書（民集 63 巻 10 号
2586 頁）、乙部 55 頁参照）。















































































高裁昭和 63 年（オ）第 1749 号平成 5 年 3 月 24 日大法廷判決・民集 47 巻 4 号













見られる。たとえば、健康保険法 55 条、国民健康保険法 56 条）。









を損害賠償に転嫁しうる（労災保険法 12 条の 4 第 1 項など）。ちなみに、損害
賠償と保障事業との間では併存型の調整が行われ、給付をした保障事業は
代位によりやはり損害賠償に負担を転嫁しうる（自賠法 73 条 2 項、76 条 1 項）。




















が発生することとなろう。このような事態は自賠法 73 条 1 項が重複填補
を回避する趣旨の規定であることと根本的に抵触する。しかし、第一審は
重複填補の回避より被害者の救済を重視する。また、反対意見は、損害賠
償との調整が不徹底である社会保険実務の運用（昭和 41 年 6 月 17 日基発第
610 号）を指摘する（他に、遠山 6 面、山口 183 頁、末次 63 頁）。
　この点に関し、重複填補の回避のため、本件原審および反対意見は労災

















ると解されている（昭和 31 年 9 月 25 日法制局一発第 37 号。最判平成 20 年 2 月









森 816 頁、西島 161 頁。この見解によれば、社会保険と保障事業との間の調整を「控





























近づけているようである（平成 19 年 3 月 30 日国土交通省告示第 415 号参照）。






　本件第一審は、「自賠法 73 条 1 項にいう「損害」は、同法 72 条 1 項の
「損害」を意味するものであることが条文上明らかであ」るから（最判平成
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